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育児・介護休業法改正への対応について 

 

 

平素より当基金の事業運営にご理解とご協力を賜り厚く御礼申しあげます。 

さて、本年 4月から、育児・介護休業法が改正され、段階的に施行されています。 

当基金では、掛金と給付額の計算の基礎となる基準給与について、事業所内の労働協約（就

業規則、退職金規程等）で、休業を取得している間は０円（加入期間を除外）とすることを

規定している場合は、その規定内容を基金規約に掲載しています。 

このため、今般の改正に伴い労働協約を改定した(する予定の)場合は、同時に基金規約も

改定する必要が生じる場合がありますので、当基金までご連絡ください。 

法改正の内容は、（別添）「育児・介護休業法 改正ポイントのご案内」をご覧ください。 

 

（参考）https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000789715.pdf 

 

 

＜例：基金規約の改定が必要となる場合＞ 

  ※2022年 4月 1日から休職制度を変更したことにより退職金規程を改定し、当基金の基礎額の規定 

が退職金規程の１８条から２０条に変更となった場合  

 

 

日本出版産業企業年金基金規約 

別表３ 休職 

実施事業所 休職 

株式会社 ○○○○出版 退職金規程（平成２２年４月１日現在において効力を有する実施

事業所の退職金規程をいう。）第１８条に定める基礎額を０円と

する休職 

 

 

お問い合わせ先 

 

 

 

 

日本出版産業企業年金基金 

業務部業務課：新田
に っ た

・河野
こ う の

・城所
きどころ

 

電話：03-5259-7511 

改定後の当基金の基礎額を定める条数へ変更 

「第 20条」へ改定 

退職金規程の直近改定日付を収録 

「2022年 4月 1日現在」へ改定 

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000789715.pdf


（別添） 

 



 


